












































業　　界　　団　　体 社　　　数 造船会社合計にﾎする比率（％） 建造設備能力 生産シェア（％）
日　本　造　船　工　業　会 23｛畜 1・・｛1：1 聯・・％

























































































































































































































































566，070 100．0 501，452 99．8
2．　石川島播磨重工
》 昭和52年度 昭和53年度
売上高 構成比 売上高 構成比
新　造　船 184，602 24．2 103，174 14．8
修　理　船 24，900 3．3 19，818 2．8
製鉄風水力化学機械 204，404 26．8 206，974 29．6
運搬機械，鉄構物 80，853 10．6 70，933 10．2
ボイラ，原子力機器 44711　9 5．9 771000 11．0
舶用機械 47，900 6．3 34，488 4．9
航空エンジン 43，043 5．6． 54，511 7．8
汎用機械その他 133336　　， 17．4 131，248 18．8
1言．卜 763，449 100．1 698，146 99．9
4．日立造船
昭和52年度 昭和53年度
売上高 構成比 売上高 構成比
新　造　船 187，942 54．5 103，417 40．1
改　修　船 29，598 8．6 24，056 9．3
海洋構造物 一 ㎜ 2，159 0．8
機械，舟白山機械 57443　， 16．7 42，477 16．5
プラント 29，556 8．6 28，983 11．2
鉄構環境装置 33，724 9．8 47，552 18．4
その他　他 6，736 2．0 9，135 3．5
?





売上高 構成比 売上高 構成比
新　造　船 150，813 50．8 73，384 28．8
修　繕　船 14，374 4．8 13，155 5．2
海洋プロジェクト 26，346 8．9 47，859 18．8
鉄構土木 8，165 2．8 14，3GO 5．6
舶用機械 27，024 9．1 16，592 6．5
睦用機械 16，346 5．5 25，852 10．1
建設機械 3，581 1．2 4，036 1．6
化学プラント 41，721 14．0 48，451 19．0
重機プラント 2，924 1．0 4，572 1．8
そ　の　他 5，703 1．9 6，511 2．6
??
296，997 100．0 254，742 100．0
6．住友重機械
昭和52年度 昭和53年度

















276，658 ユ00．0 ユ9ユ，944 ユ00．0
7．日本鋼管
　　　　　　　　　　rｺ和52年度 昭和53年度







































































































三菱重工 石　　播 川崎重工 日立造船 三井造船 住友重機 日本鋼管
昭49年度 4．75 4．52 3．80 8．87 7．1．0 3．58 3．79
50 237 5．81 4．04 4．43 3．76 4．72 0．08
51 2．92 7．50 5．54 2．62 5．66’　　5．42　　冒　一 2．02
52 3．31 4．58 2．47 3．68 2．74 2．26 0．49
53 1．45 △L45 0．10 2．86 △1．41 0．29 1．72
3．従業員数 （単位，人）






















































































事業所名 主　要　製　造　品　目 投下資本 構成比 従業員数 構成比
本　　　社 4．507醐円7．9％ 1，644人13．4％
新造船，修繕船，鉄柵工事，海洋プロジェ
玉野事業所 クト，化学プラント，舶用機械，陸用機械 24，832 43．5 6，268 51．Q
重機プラント，その他　　　　　’
干葉事業所 新造船，修繕船，ホーバークラフト，住宅S構工事，化学プラント，陸用機械，その他




Nト，化学プラント，コンテナ，その他 4，813 8．4 931 7．6
大阪事業所
@由良工場修繕船，その他 4β71 8．5 498 4．1






造船部門 鉄構部門 機械部門 その他 合　　計
三　井　造　船　全　社　A
??，
82 916 57 2，97G
構　　成　　　比　　　％ 64．5 2．8 30．8 1．9 100．0
玉　野　事　業　所　B 873 26 574 18 1，491
構　　　成　　　比　　　％ 58．6 1．7 38．5 1．2 100．0












































団　体　名　称・ 主　　　力 参加企業数 うち地場企業数
協同組合三井造船協力会 構内企業 25社 21社
三井造船　玉野協力会 ? 44 32
玉　野　鉄　工　組　合 構外企業 22 22
玉津鉄工業協同組合 ? 14 14













































































































































































































































































単　位 昭和49年度 50年度 51年度 52年度 53年度上期
A 三井，玉野事業所生産実績 百万円 116，79エ（1co＞118，053（1G1）ユ09，415（93，7）121，633（（10の54，655（46．8＞
B 構内企業請負高 〃 17，292（100）161134（93．3｝12，125（70，1） 13，281〔76．8） 5，025〔29．1）
C 玉野市内構外企業加エ高 〃 5β46（100）5，518（94．4＞ 4，926（84，3＞5 237（89，6＞ 1，863（31．9）
D 玉野市外　　　〃 〃 10，967（10D）7，224（65，g）7，202（65．7） 9，097（82．9） 4，332（39．5）
E冨B十C玉野市内企業請負・加工高 〃 231138（IOO）21、652（93，6） 17，051〔73，7） 18，518｛80．0）6 888〔29．8＞
F＝C十D構外企業加工窃 ? 16，813（10D）ユ2，742〔75．8） ］2．ユ28〔72」〉14β34〔85．3）6，195〔36，8）
B／A 構内請負高対三井生産高
?
14．8 13．7 11．1 10．9 9．2
C／A 市内加工高対　　〃 〃 5．0 4．7 4．5 4．3 3．4
D／A 市外加工高対　　〃 〃 9．4 6．1 6．6 7．5 7．9
1B＋C＋町A関運企業生産高対　〃 ? 29．8 24．5 22．2 22．7 20．5
G 三井，玉野事業所本工作業時間 干時間 11，235（10D）101725（95．5）9，876（94．8＞101646（87．9） 41026（35，8）
H 構内企業謂負作業時間 〃 25，549（10D）4，867（87．7＞ 3，526（66．0）3，662（63．5）1，271（22．9）
A／G 本工作業時間当り生産高
?
10，395 11，007 10β81 12316　1 13，576































































企業数 16 11 10 3 8 5 5 6 9 73
構成比（％） 21．915ユ13．7 4．111．0 6．8 6．8 8．212β99．9
（B）造船依存品別，三井依存度，資本金規模別，企業分布
資　　本　　金　　規　　模















?? ?? ?? ????
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80％以上 10．2％ 5．4％ 67．4％ 44．6％ 0．8％
????，
62．1％
50％～79％18．9’ 10．2 75．1 31．4 L6 ??， 61．8
海上主体
@上 50％未満
24ユ 15．9 93．1 41．2 0．9 5，477 40．5
平　　　均 14．8 8．0 71．8 38．9 1．1 3，480 60．7
欠損企業 △14．9 △9．8 99．9 7．2 25．8 2，401 78．1
80％以上△1．2 △0．9 240．1 3．8 4ユ 2，708 77．7
50％～79％ 6．1 1．3 53．8 11．7 1．4 3，173 ，63．3
陸上主体 50％未満 8．0 4．8 186．9 17．3 1．6 5，218 35．3
平　　　均 7．0 3．7 182．4 15．5 1．7 4，328 44．4
欠損企業 △7．4 △4．4 114．7 12．1 3．3 2，928 63．0
80％以上 4．7 2．8 57．6 43．1 3．1 3，756 67．4
50％～79％ 8．5 5．7 76．3 31．5 1．9 3，213 64．3
海上主体 50％未満 17．0 9．5 ．87．9 48．7 0．7 5，534 46．3
平　　　均 6．9 4．2 65．7 39．0 2．5
??，
64．9
欠損企業 △3．5 △2．3 94．1 14．5 2．5 2，508 79．5
80％以上 7．8 △L5 10．7 63．2 0．4
??，
84．8
50％一79％L5 △0．5 77．7 13．9 2．0 3，279 64．4
陸上主体 50％未満 2．5 1．4 105．4 16．1 2．4 4，285 49．2
平　　　均 2．3 1．1 101．3 16．1 2．2 4，006 52．6
欠損企業 ムユ0，3 △7．7 243．2△4．7 5．0
??，
79．7
80％以上 4．5 2．4 58．3 47．9 0．3 3，580 70．3
50％～79％ 5．9 3．2 65．7 7ユ．3 3．0 3，637 r　69．3
海上主体 50％未満 43．6 36．4 76．9 66．21．5 6，527 51．5
平　　　均 7．6 4ユ 62．2 46．9 1．2 3，684 69．0
欠損企業 △7．4 △4．6 94．1 13．1 8．72，897 78．2
52??????
80％未満 6．7 1．2 12．6 50．9 0．6 2，819 85．1
50％～79％ 1．3 0．4 47．7 14．5 2．3
??，
63．2
陸上主体 50％未満 2．6 1．8 110．9 11．0 3．0 4，902 44．2
平　　　均 2．6 1．5 107．9 12．4 2．7 4，451 50．0






































































































































































































































































































































昭和30年 昭和35年 昭和40年 昭和45年昭和50年
?
人　口 62，365 65，451 66，232 68，446 78，516
口 世帯数 ユ4，464 16，026 17，253 19，058 22，714
総　数 28，030（100．0＞31，835（100．0） 35，077（100。O） 38．285（100．0）38，289（10 ．0）
就 対人口比
〔44．9〕 〔48．6〕 〔53．0〕 〔55．9〕 〔48，8〕
第1次座業 5，7ユ4（20．4）4，636（15．6）4，334（12．4）3，484（9．1）2．231（．5．8）















総　数 輸送機器 比　率 総　数 輸送機器 比　率 総　数 輸送機器 比　率
（％〉 （人） 〔人） （％） 〔百万円〉 1百万円）
?〔?）．
昭47年 366 4913．416，683 11，32667．9 124，98379，31463．5
48 354 52 14．716，553 11，19867．6 179，30887，73648．9
49 371 57 15．417，060 11，60368．0 242，668104，79443．2
50 392 71 18．117，075 11，43367．0 227，42126，04655．4
51 380 62 16．316，131 10，52265．2 259，311145898　1 56．4












昭和50年 昭和51年 昭和52年 昭和53年






昭和50年 昭和51年 昭和52年 昭和53年
三井造船，玉野事業所 8，679（50．8） 8，258（51．2） 7，725（49．9）71013（　　）
造船関連下請企業 4，913（28．8） 4，503（27．9＞41364（28．2＞



































































































































































國定資産税 その他 計　　（構成比）年度 内　　　　訳 法人　個人　　合計
三井造船 346，4　　　167，6　　514，0199．7 39β 753，1　（32．3＞









三井造船 127，1　　　295，1　　　422，233818 48．7 809，7　（26．3）













































































実　数 6，223 2，331 753 130
48 〔100，0〕 〔32．3〕 〔5．6〕
構成比







（100，0） （36，0） （13．0） （2．1）
実　数 8，997 3，073 810 154
50 〔100，0〕 〔26．3〕 〔5．0〕
構成比
（100，0） （34，2） （9．0） （1．7）
b
実　数 9，938 3，785 1，275 221
51 〔100，0〕 〔33．7〕 〔5．8〕
構成比
（100，0） （38，1） （12．8） （2，2）
実　数 10，944 4，248 1，393 240
52 〔100，0〕 〔32．8〕 〔5．6〕
構成比
（！00，0） （38．8） （12．7） （2，2）
資料，表V－6とV－7による。
一211一
918
　市町村の歳入には，国庫支出金や県支出金のように使途のあらかじめ決まっているもの
がある。従って，市町村が自主的に支出計画を建てられる。一般財源は，これよりずっと少
ない。玉野市の場合には，例外もあるが，一般財源の比率は約50％である。従って，三井
造船および造船関連企業からの市税収入は，玉野市の一般財源の約30％にのぼることにな
る。
　不況が深刻化する中で，昭和54年度においては，玉野市が三井造船玉野事業所から徴収
しうると予想されている市民税は，個人市民税がほぼ4億，法人市民税は期待出来ないほ
どの少額である。ここにも，地元自治体の深刻な問題がある。
あとがきにかえて
　玉野市の地域経済と都市的発展は，ここ半世紀の間，三井造船玉野事業所と宇高連絡船
とによって，支えられてきた。三井造船が生産，雇用，工業化の側面で貢献してきたとす
れば，宇高連絡船は交通と商業の側面で貢献してきた。
　しかし，20世紀の最後の30年間において，玉野市を囲む経済環境は急速に変貌をとげた。
世界的な造船不況は，三井造船玉野事業所をとおしてこの地域を圧迫し，本四架橋工事の
進展は，交通の要所としての玉野市の意義を奪おうとしている。
　造船不況はここ1～2年が底であり，やがて再び回復していくであろう。しかし，かつ
ての造船仕事量は期待できない。さいわい，玉野事業所は造機（陸上機械）部門の強い事
業所であるから，この方面への発展が期待出来る。協力企業も転換に際して，過渡期の困
難はあるであろうが，陸．．1二部門への転換を進めることが望まれる。
　本四架橋は，十年後には実現するであろう。それにともなって，宇高連絡船の撤去も，
遠い将来のことではない。
　玉野市の地域経済がこうした新しい環境におかれた時に，依然として自立した都市的発
展を維持出来るかどうかは，楽観を許さない。しかし，筆者は，そのような発展が可能で
あると考え，また期待もしている。
　そのためには恐らく，いくつかの条件が必要であろう。例えば，
　（1）造船所以外にも，立地条件を生かし，雇用を吸収出来るような工業を興すこと。或は1
それが出来なければ，そのような企業を誘致すること。
　（2観光，教育施設など，第三次産業の分野を開拓すること。
　（3）農業と工業の関連を問い直すこと，などである。
一212一
